
熊本大学教育学部紀要，人文科学
第60号，’１９－１２６，２０１１

中学校での特別支援教育に関する意識及び取り組みについての調査研究
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WeinvestigatedthechangeofinvolvementofspecialsupporteducationinjuniorhighschoolsinPcityin

201LInthisstudy,wefbucusedontheschoolnurse､Theresultofthisinvestigation,understandingsituationof

LeamingDisabilityshowedhigherlevelthanspecialsupporteducationcoordinato砿Inaddition,allschoolnurse

answeredtheyhaveinvolvedwithchildrenwithdevelopmentaldisorders､Anditshowedthattheythoughtchildren

withdevelopmentaldisordershadahigherproportionoftruant､TheSeresultshowedtheschoolnurseplayedan

importantroleinspecialsupporteducationinjuniorhighschools・ThisresultwashopefUlltosolvethedifYicult

situationsofspecialsupporteducationfacingjuniorhighschools．
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１．問題と目的

平成１８年６月の学校教育法一部改正により，旧学

校教育法第７５条には「小学校，中学校，高等学校，

中等教育学校及び幼稚園においては，教育上特別の支

援を必要とする児童，生徒及び幼児に対し，障害によ

る学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行

う」（現学校教育法第８１条）の項目が加えられ，平

成１９年４月から「特別支援教育」が本格的に実施さ

れることとなった．これに伴って，小・中学校では特

別支援教育推進体制の整備が行われた．文部科学省の

平成22年度特別支援教育体制整備状況調査によると，

｢校内委員会の設置」は公立小学校100％，公立中学

校99.9％，「特別支援教育コーディネーターの指名」

は公立小学校99.9％，公立中学校99.9％であり，基

礎的な支援体制はほぼ整備された．また，「特別支援

教育コーディネーターの連絡調整等の実施」は公立小

学校89.2％，公立中学校82.5％，「個別の支援計画の
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作成」は公立小学校88.2％，公立中学校81.8％であ

り，小学校・中学校ともに，年々特別支援教育体制整

備が行われていることが伺える．しかしながら，「校

内委員会の開催回数（４月～９月)」は３回以上開催

されている学校が，公立小学校60.4％，公立中学校

48.6％，「特別支援教育に関する教員研修の受講状況」

は公立小学校73.2％，公立中学校58.2％であり，中

学校の支援体制は小学校ほど十分に整備されていない

状況である．

ところで，ある地域における特別支援教育の進展を

評価する際，特定校種における状況の経年的評価を行

うという視点は，その地域における特別支援教育の進

展や課題を検討する上で貴重な知見を提供してくれる

ものと考えられる．しかしながら，これらに取り組も

うとする研究は決して多くないのが現状である．何故

ならば，この種の研究を行うためには，同一の質問紙

を同一地域の同一校種を対象にするといった条件を満

たさなければならないからである．泥谷（2006)，垂

水（2008)，星野（2010）は，この条件を満たした
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研究を行う基礎となる可能性のある先行研究である．

それぞれの研究は，特別支援教育の導入２年前，導

入時期，導入２年後のＰ市の中学校における状況を

特定地域における特定校種の経年変化に関する資料と

して提供してきているからである．これらの３つの

研究の質問紙を用い，同一地域における継続的調査を

行うことは，これまで行われることの少なかった，地

域における特別支援教育の浸透の状況に関する追跡研

究を構成することを可能とする試みと言えよう．

そこで本研究は，泥谷（2006)，垂水（2008)，星

野（2010）の追跡研究として，特別支援教育の導入

４年後のＰ市の中学校における状況を把握するため計

画されたものである．Ｐ市内の全中学校の通常学級担

任，特別支援学級及び通級による指導担当者，特別支

援教育コーディネーター，養護教諭を対象に「特別支

援教育」についての実態及び意識調査を行い，Ｐ市内

の中学校の特別支援教育支援体制の発展の経過を分析

することを通して，中学校における特別支援教育の充

実の方策を検討することを目的とした．

２．方法

1）対象

Ｐ市内全中学校43校の通常学級担任（各学年２名，

計６名),特別支援学級及び通級による指導担当者（各

校１名ずつ)，特別支援教育コーディネーター（各校

1名)，養護教諭（各校１名）を対象にアンケート調

査を実施した．

2）調査手続き

Ｐ市の教育委員会の許可を得たのちに，各校長宛て

にアンケートを配布し，記入後にアンケートと資料を

郵送してもらうこととした．調査期間は2011年７月

下旬から９月上旬とした．

3）調査内容

アンケートは，星野（2010）の先行調査で用いた

アンケート用紙をもとに作成した．ほとんどの質問項

目は先行調査の質問項目のまま使用したが，いくつか

の項目については今年度より追加・修正を行った。

質問紙は，通常学級担任，特別支援学級及び通級に

よる指導担当者，特別支援教育コーディネーター，養

護教諭の４種類を用意した質問項目は，大きく分

けて以下の４つのカテゴリーから構成されている．

①回答者及び回答者の学級．学校について

②特別支援教育についての知識・理解について

③支援体制について

④特別支援教育を進めていく上での今後の課題

また，今年度新たに追加・修正を行った項目につい

て以下にまとめた．

・平成１９年７月に熊本県教育委員会が発表した「個

別の教育支援計画等作成のためのガイドラインー

みんなでよりよいサポーターに一（改訂版)』の理

解（全職種）

・今年度の研修参加予定及び研修の種類（通常学級担

任のみ）

。特別支援教育コーディネーター経験年数及び校内委

員会の所要時間・開催時間帯・開催頻度（特別支援

教育コーディネーターのみ）

・個別の指導計画作成の有無及び作成する上で難しい

と感じること（通常学級担任及び養護教諭のみ）

・個別の教育支援計画作成の有無及び作成する上で難

しいと感じること（通常学級担任及び養護教諭のみ）

4）分析方法

星野（2009）では，通常学級担任においては，中

学校は小学校よりも知識量が少ない結果であったが，

特別支援学級及び通級による指導担当者，特別支援教

育コーディネーターにおいては小学校とほぼ同程度の

知識を有しており，養護教諭においては中学校が小学

校を上回る結果となった．中学校では，授業は教科担

当制であり，小学校と比較して担任との関係も希薄化

してしまうため，養護教諭の存在が重要な役割を果た

していることが示唆される．そこで本稿では，養護教

諭に焦点を当て，②特別支援教育についての知識・理

解に関するカテゴリーのうち，ＬＤの理解，ＡＤＨＤの

理解，ＨＦＡの理解について，③支援体制に関するカ

テゴリーのうち，軽度発達障害の生徒との関わりの有

無，関わったきっかけ，ＬＤ，ADHD，ＨＦＡを背景に

もつ不登校生徒の割合について，④特別支援教育を進

めていく上での今後の課題について分析を行った．ま

た，２０１１年の養護教諭が，どの程度知識を得ている

と考えているか，またどのような意識を持っているか

等を明らかにするため，ｘ2検定を用いて先行調査の

結果や特別支援教育コーディネーターの結果との比較

検討を行った．
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きる」の項目において,特別支援教育コーディネーター

が養護教諭よりも低い傾向が見られた(ｘ２(1)=3.6174,

ｐ＜､,)．また，生徒が示す状態をいくつか挙げること
ができる」の項目において,特別支援教育コーディネー

ターが養護教諭より高い結果となった(ｘ２(1)=4.8941,

ｐ＜､05)．

３．結果

Ｐ市内の全中学校４３校中２９校からの回答があり，

全体の回収率は約６７％であった．職種別の回収率は

特別支援教育コーディネーターが約６３％（４３名中

２７名),養護教諭が約６７％（４３名中２９名）であった．

1）特別支援教育についての知識・理解について

(1)ＬＤの理解について

特別支援教育コーディネーター及び養護教諭に対し

て，学習障害（LD）についてどの程度知っているか尋

ねた結果をFig.１に示した．回答方法は，「生徒が示す
行動・状態及びそれらの生徒に対する具体的な支援方

法などいくつか説明できる｣，「生徒が示す状態をいく

つか挙げることができる｣,「言葉は聞いたことがある｣，

｢初めて聞いた｣，「その他」の５件法を用いて行った．

特別支援教育コーディネーターの回答においては，

｢生徒が示す行動・状態及びそれらの生徒に対する具

体的な支援方法などいくつか説明できる｣が約56％(２７

名中１５名)，「生徒が示す状態をいくつか挙げること

ができる」が約４４％（２７名中１２名)，「言葉は聞いた

ことがある」が０％（２７名中０名)，「初めて聞いた」

が０％（２７名中０名),｢その他」が０％（２７名中０名）

であった．

養護教諭の回答においては，「生徒が示す行動・状

態及びそれらの生徒に対する具体的な支援方法などい

くつか説明できる」が約７９％（２９名中２３名)，「生徒

が示す状態をいくつか挙げることができる」が約１７％

(２９名中５名),｢言葉は聞いたことがある｣が3.4％(２９

名中１名),｢初めて聞いた」が0％（29名中０名),｢そ

の他」が0％（２９名中０名）であった．

(2)ＡＤＨＤの理解について

特別支援教育コーディネーター及び養護教諭に対し

て，注意欠陥／多動性障害（ADHD）についてどの程

度知っているか尋ねた結果をFig.２に示した．回答方

法は，「生徒が示す行動・状態及びそれらの生徒に対

する具体的な支援方法などいくつか説明できる｣，「生

徒が示す状態をいくつか挙げることができる｣，「言葉

は聞いたことがある｣，「初めて聞いた｣，「その他」の

５件法を用いて行った．

特別支援教育コーディネーターの回答においては，

｢生徒が示す行動・状態及びそれらの生徒に対する具

体的な支援方法などいくつか説明できる」が約５６％

(２７名中１５名)，「生徒が示す状態をいくつか挙げる

ことができる」が約４４％（２７名中１２名)，「言葉は

聞いたことがある」が０％（２７名中０名)，「初めて

聞いた」が0％（２７名中０名)，「その他」が0％（２７

名中０名）であった．

養護教諭の回答においては，「生徒が示す行動・状

態及びそれらの生徒に対する具体的な支援方法などい

くつか説明できる」が約７２％（２９名中２１名)，「生

徒が示す状態をいくつか挙げることができる」が約

24％（２９名中７名)，「言葉は聞いたことがある」が

3.4％（２９名中１名)，「初めて聞いた」が０％（２９

名中０名),｢その他」が０％（２９名中０名）であった．
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ｘ２検定の結果，全ての項目において有意差は見ら
れなかった．
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Fig.２ＡｄＤＨＤの理解
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Fig.１ＬＤの理解
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p関わったこ
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画関わったこ

とがない

■不明

122

Ｘ2検定の結果,2007年と2009年(Ｘ２(1)＝0.1719,

ｐ＜,01),2007年と2011年(Ｘ２(1)＝8.9606,ｐ＜,01）
の間に１％水準での有意差が見られた．

(3)ＨＦＡの理解について

特別支援教育コーディネーター及び養護教諭に対し

て，高機能自閉症（ＨFA）についてどの程度知ってい

るか尋ねた結果をFig.３に示した．回答方法は，「生
徒が示す行動・状態及びそれらの生徒に対する具体的

な支援方法などいくつか説明できる｣．「生徒が示す状

態をいくつか挙げることができる｣，「言葉は聞いたこ

とがある｣，「初めて聞いた｣，「その他」の５件法を

用いて行った．
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まで脱明できる

ﾛ行動･状鯉を脱明で
きる

臼聞いたことがある
磁
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夢 ０％
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2）支援体制について

(1)軽度発達障害の生徒との関わりの有無について

養護教諭のみの質問で，「LD，ADHD，高機能自閉

症等の軽度発達障害のある生徒と関わったことがあり

ますか」という質問項目に対して，「はい｣，「いいえ」

の２件法で回答を求めた．その結果をFig.４に示した．
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■初めて聞いた

p関わったこ
とがある

回関わったこ
とがない

■不明
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Fig.３ＨＦＡの理解
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特別支援教育コーディネーターの回答においては，

｢生徒が示す行動・状態及びそれらの生徒に対する具

体的な支援方法などいくつか説明できる」が約５６％

(２７名中１５名)，「生徒が示す状態をいくつか挙げる

ことができる」が約４４％（２７名中１２名)，「言葉は

聞いたことがある」が０％（２７名中０名)，「初めて

聞いた」が０％（２７名中０名)，「その他」が０％（２７

名中０名）であった．

養護教諭の回答においては，「生徒が示す行動・状

態及びそれらの生徒に対する具体的な支援方法などい

くつか説明できる」が約７２％（２９名中２１名)，「生

徒が示す状態をいくつか挙げることができる」が約

24％（２９名中７名)，「言葉は聞いたことがある」が

3.4％（２９名中１名)，「初めて聞いた」が０％（２９

名中０名),｢その他」が０％（２９名中０名）であった

ｘ２検定の結果，全ての項目において有意差は見ら

れなかった．

Fig.４軽度発達障害の生徒との関わりの有無

2009年に引き続いて，全ての養護教諭（２７名中

２７名）が軽度発達障害の生徒と関わりを持ったこと

があることが明らかとなった．

(2)何らかの障害のある生徒の支援に関わったきっか

けについて（記述）

養護教諭のみの質問で，「何らかの障害のある生徒

に関わったきっかけは，どのような状況からですか」

という質問項目に対して，記述での回答を求めた．そ

の結果を９つの項目にまとめ，Fig.５に示した．

「保健室で過ごす場面があった」が66％（２９名中

１９名),｢担任の相談から」が14％（２９名中４名),｢保

護者からの相談｣が10％(２９名中３名),｢就学時検診」

が7％（２９名中２名)，「普段の生活の中での関わり」

が3％（２９名中１名),｢生徒の実態を見て」が3％（２９

名中１名)，「校内委員会等の話題から」が3％（２９

名中１名)，「小学校からの申し送り」が3％（２９名

中１名)，「その他」が17％（２９名中５名)，「不明」
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中学校での特別支援教育に関する調査研究
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3）特別支援教育を進めていく上での今後の課題

特別支援教育コーディネーター及び養護教諭に対し

て，「｢特別支援教育」を進めていく上での課題となる

ことは何ですかより重要と思われる順に３つお選

が10％（２９名中３名）となっていた．その他の内容

としては，「医療機関との窓口として」や「スクール

カウンセラーを通して」等があった．

ｘ2検定の結果，全ての項目において有意差は見ら

れなかった．

２００７年，２００９年，２０１１年の調査を通して，何ら

かの障害のある生徒と関わるきっかけは「保健室で過

ごす場面があったから」が最も多い回答であった．具

体的には.保健室がクールダウンの場や,登校しぶり・

不登校傾向の生徒の登校場所としての機能を果たして

いることが明らかとなった．

Fig.５何らかの障害のある生徒の支援に関わったきっかけについて（記述）

(3)ＬＤ，ＡＤＨＤ，ＨＦＡを背景にもつ不登校生徒の

割合について

養護教諭のみの質問で，「不登校の生徒の中で，

LD，ADHD，高機能自閉症等の軽度発達障害を背景

にもつものの割合は，どのくらいであると考えていま

すか」という質問項目に対して,｢０以上２割未満｣,｢２

割以上４割未満｣，「４割上６割未満｣，「６割以上８割

未満｣，「８割以上｣，「分からない」の６件法で回答

を求めた．その結果をFig.６に示した．

「０以上２割未満」が３５％（２９名中９名)，「２割

以上４割未満」が３１％（29名中８名)，「４割上６割

未満」が19％（２９名中５名)，「６割以上８割未満」

が０％（２９中０名),「８割以上」が０％（２９中０名)，

｢分からない」が15％（２９名中４名）であった．

Ｘ２検定の結果，２００９年と２０１１年の間に「０以上

２割未満」の項目で５％水準の有意差が見られた（ｘ２

(1)＝4.4231,ｐ＜､05)．
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Fig.６ＬＤ,ＡＤＨＤ,ＨＦＡを背景にもつ不登校生徒の

割合について
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Fig.７特別支援教育を進めていく上での今後の課題（順位不同）

養護教諭の回答においては，「人員加配，人員確保」

が６１％（２９名中１７名)，「教員間の共通理解や協力，

意識改革」が２５％（２９名中７名)，「保護者の理解，

協力，連携」が43％％（２９名中１２名)，「担任の負

担過多,多忙さ,時間の確保｣が39％（２９名中１１名)，

｢専門的知識の不足〆研修への参加」が７％（２９名中

２名),｢校内の支援体制作り」が43％(２９名中１２名)，

｢管理職の意識理解」が７％（２９名中２名)，「専門

機関との連携」が11％（２９名中３名)，「ニーズのあ

る生徒への正しい理解」が39％（２９名中１１名),「周

囲の生徒や保護者の理解｣が25％（２９名中７名),｢予

算」が０％（２９名中０名)，「不明」が３％（２９名中

１名）であった．

ｘ２検定の結果，全ての項目において有意差は見ら

れなかった．

特別支援教育コーディネーターも養護教諭も，特別

支援教育を進めていく上での今後の課題については同

Fig.８特別支援教育を進めていく上での今後の課題（１番重要なもの）

鍬，f卓、

峯蕊鱗畿室:;;灘二

びください」と尋ねた．選ばれた３つの項目を順位

不同で集計したものをFig.７に，１番重要なものに選

ばれた項目のみを集計したものをFig.８に示した．
選ばれた３つの項目を順位不同で集計したものの

うち，特別支援教育コーディネーターの回答において

は，「人員加配，人員確保」が６７％（２７名中１８名)，

｢教員間の共通理解や協力，意識改革」が３３％（２７

名中９名)，「保護者の理解,協力，連携」が30％（２７

名中８名)，「担任の負担過多，多忙さ，時間の確保」

が４１％（２７名中１１名)，「専門的知識の不足，研修

への参加」が７％（２７名中２名)，「校内の支援体制

作り」が２２％（２７名中６名)，「管理職の意識理

解」が４％（２７名中１名)，「専門機関との連携」が

22％（２７名中６名)，「ニーズのある生徒への正しい

理解」が２６％（２７名中７名)，「周囲の生徒や保護者

の理解」が１５％（２７名中４名)，「予算」が０％（２７

名中０名)，「不明」が１１％（２７名中３名）であった．
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様の考えを持っていることが明らかとなった．

また，１番重要なものに選ばれた項目のみを集計し

たもののうち，特別支援教育コーディネーターの回答

においては，「人員加配，人員確保」が59％（２７名

中１６名)，「教員間の共通理解や協力，意識改革」が

１５％（２７名中４名)，「保護者の理解，協力，連携

」が４％（２７名中１名)，「担任の負担過多，多忙さ，

時間の確保」が４％（２７名中１名)，「専門的知識の

不足，研修への参加」が０％（２７名中０名)，「校内

の支援体制作り」が４％（２７名中１名)，「管理職の

意識，理解」が０％（２７名中０名)，「専門機関との

連携」が０％（２７名中０名)，「ニーズのある生徒へ

の正しい理解」が４％（２７名中１名)，「周囲の生徒

や保護者の理解｣が0％（２７名中０名),｢予算｣が0％

(２７名中０名),｢不明」が11％（２７名中３名）であっ

た．養護教諭の回答においては，「人員加配，人員確

保」が48％（２９名中１４名)，「教員間の共通理解や

協力，意識改革」が７％（２９名中２名)，「保護者の

理解，協力，連携」が１７％（２９名中５名)，「担任の

負担過多,多忙さ,時間の確保｣が0％（29名中０名)，

｢専門的知識の不足，研修への参加」が７％（29名中

２名),｢校内の支援体制作り」が43％(２９名中１２名)，

｢管理職の意識，理解」が７％（２９名中２名)，「専門

機関との連携」が11％（２９名中３名)，「ニーズのあ

る生徒への正しい理解」が39％（２９名中１１名),｢周

囲の生徒や保護者の理解｣が25％（２９名中７名),｢予

算」が０％（２９名中０名)，「不明」が３％（29名中

１名）であった．

Fig.７より，「人員加配，人員確保｣，「保護者の理解，

協力，連携｣，「担任の負担過多，多忙さ，時間の確保」

等が今後の課題として挙げられている．しかし，Fig.８
より最も重要な課題として考えられているものは「人

員加配，人員確保」で，群を抜いて高い結果であるこ

とが明らかになった．

４．考察

1）特別支援教育についての知識・理解について

ＬＤの理解，ＡＤＨＤの理解，ＨＦＡの理解に関して，

特別支援教育コーディネーターと比較を行った結果，

同等あるいはそれ以上の知識を養護教諭が身につけて

いることが明らかとなった．特に，ＬＤの理解について

は，「生徒が示す行動・状態及びそれらの生徒に対す

る具体的な支援方法などいくつか説明できる」の項目

では養護教諭が高い傾向にあり，「生徒が示す状態を

いくつか挙げることができる」の項目では特別支援教

育コーディネーターが有意に高いという結果であった．

ところで，不登校は中学１年生で急増することが

明らかになっている．文部科学省（2010）の調査で

は，小学校６年生は７５４０人であるのに対し，中学校

１年生では22384人と約３倍の増加が明らかになっ

ている．こうした状況は中１ギャップと言われ，中

学校への進学という環境移行事態での不適応に注目が

集まっていると五十嵐（2011）は述べている．また，

不登校の過程の中で教室には入れないが保健室には登

校することは出来るという状況についての指摘と研究

は平成３年に発表されている．つまり不登校が増加

する中学校では，養護教諭の存在は重要なものとなっ

ている．

また，文部科学省（2003）は，不登校継続理由に

ついて，「不登校関連の課題としては学習障害（LD)，

注意欠陥／多動性障害（ADHD）等が挙げられる．こ

れらの児童生徒は，周囲との人間関係が上手く構築さ

れない，学習のつまずきが克服できないといった状況

が進み，不登校に陥る事例も少なくない」とも指摘し

ている．中学校では，養護教諭は発達障害のある生徒

と関わりが深いことが推測される．

中学校においては，高校受験に大きな比重が置かれ

るため，学習面が特に注目される傾向にある．また，

石崎（2002）は，「小児期にＡＤＨＤと診断される程

の人でも，多くの人は，症状はそれほどでもなくなっ

てくるし，また，自身で症状をカバーする方法を身に

付けるようになる」と述べている．このことより，行

動面よりも学習面に困難さをもつＬＤの生徒の理解は

中学校で高くなることが推測される．

以上のことを踏まえると，中学校の養護教諭のＬＤ

の理解が高い結果となったのは，理解できよう．

2）支援体制について

軽度発達障害の生徒との関わりの有無について，

Fig.４より2007年には７２％の養護教諭が「関わった
ことがある」と回答していたが，２００９年，2011年

では１％水準で有意に増加が見られ，100％の養護教

諭が「関わったことがある」と回答した．

また，関わりをもったきっかけとしては，Fig.５よ

り「保健室で過ごす場面があったから」という回答が

突出して高い結果であった.具体的には,保健室がクー

ルダウンの場や，登校しぶり・不登校傾向の生徒の登

校場所として機能しているという回答が多かった．

さらに，ＬＤ，ADHD，ＨＦＡを背景にもつ不登校生

徒の割合について尋ねた結果，２０１１年では２００９年

と比較して「０以上２割未満」の項目で，５％水準で

有意に減少が見られ，「０以上２割未満」の回答が「２

割以上｣の項目に移動したことが推測される．つまり，

LD，ADHD，ＨＦＡを背景にもつ不登校生徒の割合が
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増えたと感じている養護教諭が増加したことになる．

先述したように，不登校は中学１年生で急増する

ことが明らかになっている．さらに，ＬＤ，ADHD，

HFAを背景にもつ不登校生徒の割合が増えたと感

じている養護教諭が増加したということは，ＬＤ，

ADHD，ＨＦＡを背景にもつ不登校生徒の人数は小学

校と比較してかなりのものであることが推測される．

従来は，保健室は救急処置としての機能をもつもの

であったが，近年では児童生徒の状態に合わせてその

機能も変化してきた．つまりは,｢処置の部屋｣として，

｢休養の部屋」として，「相談の部屋」として，そして

時には「生活を送る部屋｣，「学習をする部屋」などで

ある（稲垣ら，2004)．不登校の背景に軽度発達障害

をもつ生徒が増加している現状を踏まえると，今後保

健室のあり方はより変化しうると考えられる．本調査

では，養護教諭の知識は高い水準にあることが明らか

となったが，今後は実際の関わり方や支援方法につい

ても検討していく必要があるだろう．

3）特別支援教育を進めていく上での今後の課題

Fig.７より，特別支援教育コーディネーターと養護

教諭が，特別支援教育を進めていく上での今後の課題

として考えているものに，あまり違いがないことが明

らかとなった．平均するとその値は，「人員加配，人

員確保｣が64％,｢教員間の共通理解や協力,意識改革」

が29％，「保護者の理解,協力，連携」が36.5％，「担

任の負担過多，多忙さ，時間の確保」が40％，「専門

的知識の不足，研修への参加」が７％，「校内の支援

体制作り」が７％,｢管理職の意識,理解｣が32.5％,｢専

門機関との連携」が5.5％，「ニーズのある生徒への

正しい理解」が10.5％，「周囲の生徒や保護者の理解」

が32.5％，「予算」が０％，「不明」が７％であった．

以上より,今後の課題としては「人員加配,人員確保｣，

｢担任の負担過多，多忙さ，時間の確保｣，「保護者の

理解，協力，連携」が上位の項目として挙げられた．

さらに，１番重要なものに選ばれた項目のみを集計し

た結果，突出して「人員加配，人員確保」が高いとい

う結果となった．

しかしながら，「人員加配，人員確保」を課題とし

ながらも，それに関連するであろう「予算」の項目に

関しては，重要と回答した特別支援教育コーディネー

ター，養護教諭はいなかった．このことは，「予算」

の確保というよりも，現在の予算の中でいかに効率よ

く人員を確保するかという問題に，教員のニーズが高

まっているのではないだろうか今後，特別支援教

育を推進していく中で，このことは重要な課題となっ

てくるであろう．
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